
（単位：円）

①課題認識

②今後の方向性

1 R4 単 〇 〇 重点交付金
金山町住民税非課税世
帯給付金事業【低所得者
世帯給付金】

④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する生
活困窮者等への支援

①新型コロナウイルス感染症及び物価高騰等による負担増を踏ま
え、特に家計への影響が大きい低所得者世帯（住民税非課税世帯
等）に対して、給付金を支給する。
②給付金
③@30,000円×415世帯
④令和5年度分の住民税均等割非課税世帯415世帯

R5.7.3 R5.11.30 12,450,000 12,450,000
R5.7.3要綱制定
R5.8.16給付開始
R5.10.20給付終了

①対象世帯への交付によ
り物価高騰対策に一助と
する
②交付率
③対象者に対して100％
交付できたことから、一定
程度物価高騰対策に寄与
した

①家計の悪化を給付
金で解消できたが今
後の地域経済や物価
動向は不安定要素が
ある
②後の地域経済や物
価動向を注視しながら
一定所得以下の世帯
の支援策などの政策
を施す

R5補正（地）

2 R4 単 〇 〇 重点交付金
金山町住民税非課税世
帯給付金事業【低所得者
世帯給付金】（事務費）

④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する生
活困窮者等への支援

①新型コロナウイルス感染症及び物価高騰等による負担増を踏ま
え、特に家計への影響が大きい低所得者世帯（住民税非課税世帯
等）に対して、給付金を支給する。
②郵送料・通信手数料・システム改修委託
③郵送料51,960円・通信手数料@110円×414世帯＝45,540円・シ
ステム改修委託910,800円
④令和5年度分の住民税均等割非課税世帯415世帯

R5.7.3 R5.11.30 1,008,000 1,008,300

R5.7.3要綱制定
随時通知書郵送
随時払込手数料支払
R5.11.30システム利
用料支払

同上 同上 R5補正（地）

3 R4 単 〇 - 重点交付金
金山町価格高騰対応町
民生活応援給付金

④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

③消費下支え等を通じた
生活者支援

①コロナ禍において物価高騰に直面し影響を受けた生活者に対し
て、給付金を支給し消費を下支えする。町民生活の安定に効果を
もたらす。
②給付金・役務費
③給付金@30,000円×900世帯（うちNO.７の事業では860世帯
分）、郵便料：（通知用120円+返信用84円）×900世帯＝184千円
④世帯主（ただし、施設入居者や学生寮入居者など入居費用に高
騰がない世帯主は除く。）
※　NO.4と同一事業
※　9,134千円は一般財源

R5.8.3 R5.11.10 25,984,000 25,101,480
R5.8.3要綱制定
R5.8.30給付開始
R5.11.10給付終了

①対象世帯への交付によ
り物価高騰対策に一助と
する
②交付率
③対象者に対して100％
交付できたことから、一定
程度物価高騰対策に寄与
した

①家計の悪化を給付
金で解消できたが今
後の地域経済や物価
動向は不安定要素が
ある
②後の地域経済や物
価動向を注視しながら
一定所得以下の世帯
の支援策などの政策
を施す

R5補正（地）

4 R4 単 〇 - 通常交付金
金山町価格高騰対応町
民生活応援給付金

④-Ⅰ．原油価格高騰対
策

①コロナ禍において物価高騰に直面し影響を受けた生活者に対し
て、給付金を支給し消費を下支えする。町民生活の安定に効果を
もたらす。
②給付金・役務費
③給付金@30,000円×900世帯（うち、NO.８の事業では40世帯分）
④世帯主（ただし、施設入居者や学生寮入居者など入居費用に高
騰がない世帯主は除く。）
※　NO.3と同一事業
※　525千円は一般財源

R5.8.3 R5.11.10 1,200,000 1,200,000
R5.8.3要綱制定
R5.8.30給付開始
R5.11.10給付終了

同上 同上 R5補正（地）
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